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50 0.0 (0.0)

環境性能割交付金 10,260

市　税　合　計
％ ％ ％

標準税率に 4号 180,000 9号 3,600,000 96.4 15.3 92.2

職 員 数 19 人 3号

法
人
市
民
税
分

対する比率

合　計
現　年 滞　納

被保険者1人当り費用 556,656 円 2号 144,000 7号 492,000 課税分 繰越分

後 期 高 齢 － 530 1,020,905 3 保 険 税 調 定 額 1号 60,000

特別区調整交付金

ス キ ー 場 事 業 無 25,302 被保険者1人当り 合　　　計 4,994,976 100.0 △ 3.3 0 150,768 合　　　計 27,614,319 100.0 14,804,453

介 護 保 険 － 601,185 22 保 険 税 調 定 額 宅地開発税

11 被 保 険 者 数 9,081 人 水利地益税

前年度繰上充用金

下 水 道 事 業 有 158,374 839,292

簡 易 水 道 事 業 有 △11,902 9,683 1 世 帯 当 り 共同施設税

337,217 6.8 △ 5.7 公 債 費 2,404,611 8.7 2,256,475

諸 支 出 金 0 0

水 道 事 業 有 189,730 608 36 加 入 世 帯 数 6,244 世帯 都市計画税

△ 15.4 49,557 教 育 費 2,451,043 8.9 1,316,108

の有無 （千円） 繰入額（千円） （人） 普通会計からの繰入金 506,747 千円 入 湯 税 110,474 2.2 △ 35.5 49,557 災害復旧費 8,450 0.0 8,319

法適用 収支額 普通会計からの 職員数 収 支 額 748,749 千円 目 的 税 447,691 9.0

土 木 費 2,618,049 9.5 1,660,431

臨 時 職 員

合　　　　計 373 107,712 288,772 議 会 議 員 H6.4.1 320,000 法定外普通税・旧税 消 防 費 1,030,665 3.7 703,531

議会副議長 H6.4.1 350,000

議 会 議 長 H6.4.1 400,000 特別土地保有税 0

63,312

7.6 △ 4.6 0 農林水産業費 86,929 0.3 72,168

0.0 商 工 費 961,980 3.5 844,726

消 防 職 員 80 22,598 282,475 教 育 長 H24.9.1 600,000 市 た ば こ 税 377,710

0

2.0 3.6 0 衛 生 費 1,637,173 5.9 1,086,544

教 育 公 務 員 収 入 役 － － 軽自動車税環境性能割 3,383 0.1 404.2 0 労 働 費 66,814 0.2

うち技能労務職 5 1,717 343,400 副 市 長 H24.9.1 700,000 種 別 割 101,075

△ 11.1 0 51,654 総 務 費 7,667,601 27.8 2,390,486

一 般 職 員 293 85,114 290,491 市 長 H24.9.1 870,000 固 定 資 産 税 1,823,563 36.5 △ 4.1 0 民 生 費 8,498,874 30.8 4,220,223

（人） （千円） （円） B/A 年 月 日 （円） 法人分 261,151 5.2

区　　　分 決算額 (千円) 構成比 税　　　　等 (千円)

職員数 給料月額 1人当り支給月額 改 定 実 施 1人平均給料(報酬)月額 個人分 1,980,403 39.6 1.6 0 議 会 費 182,130 0.7 182,130
一　　般　　職　　員　　等 特　　別　　職　　等 区　　　分 決算額 (千円) 構成比 増減率 基準税額 ×100/75 超過課税分収入済額

F+G+H-I 54,953 616,476 (３か年) 12.4 ％　 青 年 の 家 市　　　　町　　　　村　　　　税 目　　的　　別　　歳　　出
実質公債費比率

5.9 税等総額（歳入）

100.0 合　　　計 27,614,319 100.0 14,804,453 15,557,741 千円実質単年度収支 (単年度) 11.9 ％　 教 職 員 研 修 合　　　計 28,382,607 100.0 11,295,462

0 0 (３か年) 11.6 ％　 学 校 給 食 地 方 債 1,678,900
起債制限比率

493,300 千円

積立金取崩し額 (単年度) 11.2 ％　 小 中 学 校 諸 収 入 652,977 2.3 1,663 0.0 11,843,762 千円

4,305,356 千円
繰 上 償 還 金 0 0 (翌年度以降支出予定額) 消防事務 消防災害 繰 越 金 505,610 1.8

千円

債務負担行為額 広域市町村圏 繰 入 金 826,718 2.9

内
　
　
訳

内
訳

2.9 失業対策事業費 減収補てん債(特例分) 55,000積 立 金 21 306,878 土地開発基金現在高 0 千円 大 規 模 草 地 寄 附 金 828,548

320 104.6

地方債現在高 22,240,846 千円 ご み 処 理 財 産 収 入 272,726 1.0 12,073 0.1 災害復旧事業費 8,450 0.0 8,319 11,295,462 千円

300 0.0 単独 1,532,877 5.6 636,006 一般財源から除いた場合 104.6

54,932 309,598 納 付 金 (超過) 411,635 千円 し 尿 処 理 都道府県支出金 1,644,316 5.8 道営事

業負担 5,757 0.0

単 年 度 収 支 備荒資金組合 (普通) 83,620 千円 看 護 学 院 国有提供交付金 300 0.0

32.8 補助 798,622 2.9 95,364 減収補てん債(特例分)・臨財債を経常

積立金現在高

344,404 1.2 16,922 0.1 うち人件費 50,102 0.2 43,869 99.8経常収支比率
※下段は退職手当債を財源とするも
のを加えた場合0.0 普通建設事業費 2,337,256 8.5 731,690

C-D 443,640 753,238 (特目) 1,488,262 千円 結 核 予 防 国 庫 支 出 金 9,298,291

-

すべき財源 61,970 15,050 (財調) 560,621 千円 基金管理 交通災害 使 用 料

実 質 収 支 (減債) 66,344 千円 青 少 年 補 導 手 数 料 221,890 0.8 2,722

1,602,349 13.5 (14.2)

翌年度へ繰り越 公 債 費 比 率 12.5 ％　 議員災害 退職手当 分担金・負担金 46,537 0.2 0 0.0 投 資 的 経 費 2,345,706 8.5 740,009 (合計) 11,816,027 千円

99.7 投資及び出資・貸付金 20,612 0.1 0

A-B 505,610 768,288 実質収支比率 6.4 ％　 事務の共同処理の状況 交通安全交付金 5,705 0.0 5,705 0.1 繰 出 金 2,166,148 7.8 1,713,528

歳入歳出差引額 (３か年) 0.467 小　　　計 12,055,685 42.4 11,256,077
財 政 力 指 数

1.6 積 立 金 827,140 3.0 472,855歳 出 総 額 23,547,604 27,614,319 (単年度) 0.474 低開発 産炭 特　別 462,391
内
訳

5,282,499 46.8 補 助 費 等 6,819,177 24.7 1,927,653 1,108,162 9.4 (9.8)標準財政規模 11,720,605 千円 不交付 広域 普　通 5,282,499 18.6

14.8 (15.5)

歳 入 総 額 24,053,214 28,382,607 基準財政収入額 4,767,352 千円 再建 山村 地 方 交 付 税 5,744,890 20.2 5,282,499 46.8 維 持 補 修 費 445,308 1.6 287,637 287,637 2.4 (2.5)

39,286 0.1 39,286 0.4 物 件 費 3,683,347 13.4 2,546,980 1,746,536千円 千円 基準財政需要額 10,055,488 千円 豪雪 過疎 地方特例交付金

(62.6)

ゴルフ場利用税交付金 6,313 0.0 6,313 0.1 一時借入金利子 50 0.0 50

0.0 10,260 0.1 小　　　計 11,306,881 40.9 7,115,791 7,071,343 59.7

1,062,859 9.4 元利償還金 2,404,530 8.7 2,256,394 2,252,557 19.0 (19.9)Ｒ2.1.1 47,608 国勢調査 1.2 25.8 73.0 地方消費税交付金 1,062,859 3.8

19.6 1,636,617 1,626,195 13.7 (14.4)

Ｒ3.1.1 46,833 平成22年 268 5,643 15,957 法人事業税交付金 20,422 0.1 20,422 0.2 公 債 費 2,404,580 8.7 2,256,444 2,252,607 19.0 (19.9)

0.1 12,264 0.1 扶 助 費 5,409,760

平成27年 49,625 212.21 219
増 減 率 △ 6.4 　昭和35年10月1日以降の合併状況　 国勢調査 1.3 24.4 74.3 株式等譲渡所得割交付金 12,264

37,774 平成27年 258 5,055 15,380

1.3 うち職員給 2,020,009 7.3150,154 0.5 150,154

配当割交付金 10,086 0.0 10,086 0.1 0

1,771,031 1,764,770 14.9 (15.6)

令和２年 46,447 k㎡ 219 区　　　分 第１次 第２次 第３次 利子割交付金 4,175 0.0 4,175 0.0 0

人　　　　　口 面　積 人口密度 人口集中地区 産　　　　業　　　　構　　　　造 地 方 譲 与 税

(千円) 経常収支比率

県　名 市　　名 登　別　市 種 地 区 分 ３種地 地 方 税 4,994,976 17.6 4,657,759 41.2 人 件 費 3,492,541 12.6 3,222,730 3,192,541 27.0 (28.3)

経常一般財源 (千円) 左の構成比％ 区　　　分 決算額 (千円) 構成比 税　　　等 経常一般財源北海道 ふりがな のぼりべつし 本 年 度 交 付 税 Ⅰ 区　　　分 決算額 (千円) 構成比

市　　　名 登　別　市
都道府 ｺｰﾄﾞ番号 ０１２３０１ 市 町 村 類 型 Ⅰ－３ 歳　　　　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出


